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パート１
2040年問題

2018年6月6日 社会保障審議会医療部会



2040年に何が起きるか？

2025年との比較をしてみよう
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2040年
2025年万人



団塊ジュニアが65歳以上
2040年

2025年
2040年

75歳以上

65歳以上



2025年

2040年人口1.2億人
高齢化率30％ 人口1.1億人

高齢化率35％



・・・2040年

・・・2035年

・・・2030年

・・・2025年

・・・2020年

・・・2015年

・・・2010年

地域により
医療需要ピークの時期
が大きく異なる

出典：社会保障制度国民会議資料 （平成25年4月19日第9回
資料3－3 国際医療福祉大学高橋教授提出資料）

高齢化のピーク・医療需要総量のピーク

13

中医協 総－２参考

２８.１２.１４より

2040年に高齢化のピークを
迎えるのは首都圏を始めと
した大都市圏



社会保障給付費
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GDP対比21.5％
140兆円

GDP対比23.8～24％

190兆円

120兆円



対GDP比はドイツに近く、世界に
類を見ない水準というわけではな
い

• 2018年6月6日、社会保
障審議会医療部会

• 「社会保障給付費が対
GDP対比が24％という
水準は今のドイツに近
く、フランスではもっ
と高い、世界に類を見
ない水準というわけで
はない」
• 伊原和人厚労省大臣官
房審議官（医療介護担
当）
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伊原和人氏



17



問題は人口減
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就労人口
は1750万
人減る



823万人
930万人

1070万人



2040年
就労人口の激減で、

就業者数の
5人1人がヘルスケア分野
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２０４０年は医療・福祉が業界トップ
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2040年問題のポイント

社会保障給付費はなんとかコントロールの範囲内

しかし就労人口減が最大の課題！
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２０４０年問題の解決策は？

元気老人、女性、ロボット、
ICT、外国人労働者

24



元気老人、ロボット、
AIとICT、外国人労働者
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外国人労働者の増加



パート２
三位一体改革とは？

①地域医療構想

②働き方改革、③医師偏在対策



三位一体改革

①

② ③



①地域医療構想

千葉県地域医療構想調整会議





2015年







公立・公的
４２４病院再編リスト

地地域医療構想ワーキンググループで公表

（２０１９年９月２６日）





４２４病院



東北ブロック
59病院リスト







地域医療再編は
働き方改革にも通じる



②働き方改革

2018年6月





応招義務の問題から、
上限規定の適用を

2024年まで猶予する

この間、「医師に適用する規制の具体的な在り方」
「医師の労働時間短縮策」を、先の検討会で議論し、

2019年3月末までに結論を得る。



医師の働き改革の3つのポイント

①上限時間
②自己研
鑽・宿日直

③タスシェア・
シフト

労働としての診
療と自己研鑽の
時間的区分はむ
つかしい上限時間等の制度

的な議論の整理と
複数案 昭和24年の宿日直

許可基準について、
現在の実態を踏ま
えた解釈の現代化
が必要。

看護特定行為、医
師事務作業補助者、
複数主治医、医師
のシフト制など



①時間外労働時間の上限規定

• 超過重労働（上位１０％、２万人）の時間外労働短縮が最
優先事項
• 「時間外労働年1860時間」は３６協定でも超えられない上限

• 水準A（2024年度以降適用される水準）
• 勤務医に２０２４年度以降適用される水準
• 時間外労働年９６０時間以内・月１００時間未満

• 水準B（地域医療確保暫定特例）
• 地域医療確保暫定特例水準
• 時間外労働年1860時間以内・月１００時間未満

• 水準C（技能向上）
• 若手医師が短期間に集中的に行う技能向上のため

＊連続勤務時間制限２８時間、勤務間インターバル９時間

• 働き方改革を進めるためには、地域での医療連携、さらに
は医療機関の集約も必要



水準A

水準B

暫定特例水準
2035年度末までに解消

2023年度末までに
解消

2024年以降適用される



B水準超の勤務医がいる病院





次回診療報酬改定の
最重要課題は医師の働き方改革

• 「私自身は、2018年度の
診療報酬と介護報酬の同
時改定よりも、医師の働
き方改革の問題の方が大
きいと考えている」

• 「医師のシフト制などが
基本になれば、多数の医
師がいる病院でないと、
とても対応できない。け
れども、今の診療報酬体
系では、それだけの医師
を雇用する余裕はなく、
とてもシフト体制は組む
ことができない」。

中医協委員 猪口雄二氏



③医師偏在対策



第28回医療従事者の需給に関する検討会
医師需給分科会（2019年2月18日）



医師偏在指標

これまで長らく

「人口10万人対医師数」が指標として

用いられてきた







都道府県順
位が入れ替
わる

宮城だけが
順位を上げた

東北は順位
を下げた





二次医療圏別医師偏在指標

1位東京都
区中央部
759.7

第335位
秋田県
北秋田
69.6

区中央部と北秋田で
10倍の格差！







三位一体改革の工程表

①地域医療構想（医療計画）

②医師偏在対策（医師確保計画）

③働き方改革



三位一体改革の工程表

医
師
偏
在

働
き
方
改
革

2040年を目指し
2036年が目標達成年



パート２
地域医療連携推進法人とは？







2013年12月











「地域医療連携推進法人連絡会議」

2019年1月25日



地域医療連携推進法人
都道府県 地域医用連携推進法人 認定日

１ 山形県 日本海ヘルスケアネット 2018年4月1日

２ 福島県 医療戦略研究所 2018年4月1日

３ 栃木県 日光ヘルスケアネット 2019年4月1日

４ 千葉県 房総メディカルアライアンス 2018年12月1日

５ 神奈川県 さがみメディカルパートナーズ 2019年4月1日

６ 愛知県 尾三会 2017年4月2日

７ 滋賀県 滋賀高島 2019年4月1日

８ 大阪府 北河内メディカルネットワーク 2019年6月1日

９ 大阪府 弘道会ヘルスケアネットワーク 2019年6月12日

10 兵庫県 はりま姫路総合医療センター整備推
進機構

2017年4月3日

11 島根県 江津メディカルネットワーク 2019年6月1日

12 広島 備北メディカルネットワーク 2019年6月1日

13 鹿児島県 アンマ 2017年4月2日



地域医療連携推進法人 日本海ヘルスケアネット
2018年1月







機能分化、人事交流、
病床融通、地域フォー

ミュラリ



ちょうかいネット



ちょうかいネット登録医療機関

• ◆医療情報開示病院
地方独立行政法人山形県・酒田市病院機構 日本海総合病
院
医療法人健友会 本間病院
鶴岡市立荘内病院
鶴岡地区医師会（Net4U）
医療法人徳洲会 庄内余目病院
やまがた健康推進機構 庄内検診センター（酒田市、遊佐
町、庄内町国保）
山形県立中央病院

◆医療情報閲覧施設
インターネット回線のある医療機関であれば登録できます。
今後拡大していく予定です。登録医療機関については「参
加施設」のページで最新の状況が閲覧できる

• ◆調剤情報共有システム

医療機関、保険薬局の調剤情報を共有する情報システム







日光ヘルスケアネット
2019年4月



栃木県日光市に日光ヘルスケアネット
地域医療連携法人 2019年４月設立へ

• 日光市と同市内の医療機関が連携し、安定した医療体制の
確保を目指す「地域医療連携推進法人」について同市は4月
12日、市内の１１団体が３月末までに一般社団法人を設立
し、福田富一（ふくだとみかず）知事に地域医療連携推進
法人の認定申請を行うことを明らかにした。４月１日の設
立を目指す。全国では７県で例があり、本県では初めての
設立になる。

• 同市議会議員全員協議会で明らかにした。2018年１月以
降、日光市内の７医療法人（８病院）は県が行う「日光地
域の医療連携に関する勉強会」に参加してきた。今月の勉
強会で、さらに３診療所が最終的な参加の意思を示した。

• 同市を加えた１１団体が３月末までに一般社団法人を設
立し、その法人が知事に認定を申請する。市は設立後も市
内の医療機関に参加を呼び掛ける。

• 下野新聞 2019年2月13日











尾三会 地域連携推進法人

• 湯澤氏は、「高度急性期病院から回
復期の病医院、慢性期の病院、在宅
までの患者さんの流れを、この地区
に特化した形で構築することが法人
設立の第一義」と語る

• 同院は、診療の大きな柱に「がん治
療」を掲げ、大学病院に希少な緩和
ケア病棟を備えるが、その運用に関
しては、常時、在宅の状況まで把握
できる関係が地域との間に築かれて
いる。

• 「それを一般的な疾患にまで広げ、
在宅までシームレスに追うことので
きる仲間ができたということです」
（湯澤氏）

• 一方、「目にみえるメリット」とし
て、医療・介護従事者等の相互派遣、
勉強会や研修業務の共同実施、医薬
品の共同購入等による、人材供給の
安定化や医療・介護の均質化、経営
の効率化などを挙げる

藤田保健衛生大学病院
湯澤由紀夫 病院長



尾三会 地域連携推進法人





広島県の中山間
地域の医師不足

解消が
法人設立の動機





備北メディカルネットワーク







・・・2040年

・・・2035年

・・・2030年

・・・2025年

・・・2020年

・・・2015年

・・・2010年

地域により
医療需要ピークの時期
が大きく異なる

出典：社会保障制度国民会議資料 （平成25年4月19日第9回
資料3－3 国際医療福祉大学高橋教授提出資料）

高齢化のピーク・医療需要総量のピーク

94

中医協 総－２参考

２８.１２.１４より

2040年に高齢化のピークを
迎えるのは首都圏を始めと
した大都市圏



2040年
人口減の東北地方は
地域医療連携推進法人

だらけ・・・

地域医療連携推進法人が三位一体改革の
一つのソリューション

95



今日のまとめ

・2040年、金は何とかなっても、人がいない時代

・三位一体改革が2020年より始動開始

・424病院リストと地域再編の動向に注目

・三位一体改革のソリューションの一つが
地域医療連携推進法人



2040年～医療&介護のデッドライン

•団塊世代“大死亡時代”
の航海図～地域のブ
ルーオーシャンへ！～

•武藤正樹（国際医療福
祉大学大学院教授）
著

• 2019年11月刊行予定

•予約受け付け中

• 1800円



ご清聴ありがとうございました

本日の講演資料は武藤正樹のウェブサイトに公開し
ております。ご覧ください。

武藤正樹 検索 クリック

ご質問お問い合わせは以下のメールアドレスで
mutoma@iuhw.ac.jp

国際医療福祉大学クリニックhttp://www.iuhw.ac.jp/clinic/
で月・木外来をしております。患者さんをご紹介ください

フェース
ブックで
「お友達募
集」をして
います

PTXX-170623-001

http://www.iuhw.ac.jp/clinic/

